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継 続 と 変 革 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

       

大久保 靖司  (日本産業衛生学会理事 ・ 東京大学 環境安全本部 教授) 

昨年 8 月の衆議院選挙では

国民が変革を望んだ結果、歴

史的な政権交代が実現しました。

この政権交代によって、今まで

の国の事業の多くのものが見直

されることとなり、国の事業の無

駄をなくすためにいわゆる「事業仕分け」が行われ

ました。国民に見える形で国の事業を評価しようと

する試みは意義あるものであり国民から高い支持

を受けました。一方、各事業について熟知していな

い議員による仕分け作業は、省庁の決して上手い

とはいえないプレゼンテーションと相まってほぼ全

ての事業は廃止・縮小に区分されることとなり、そ

の結果、日本の将来を憂う声も多数挙げられること

となりました。 

変化に乏しかった日本の政治や行政に変革をも

たらすことを是とする現政権に期待をしていますが、

必要なものは前政権からであっても継承し発展さ

せることも大切な意思決定です。 

産業保健においても、毎年のように新たな課題

が現れ、それに対して産業保健活動は進化するこ

とが求められています。また一方では、従業員一

人一人への健康支援や職場を訪れての職場環境

や業務の把握など堅持していくべき基本となる活

動もあります。この進化する産業保健と堅持すべき

産業保健の両方をなすためには、科学的な視点と

現場に根ざした活動を基に新しい課題に挑戦する

勇気と地道に活動を続ける忍耐力が必要です。 

産業保健のプロフェショナリズムの発揮には、産

業保健の目的を実現するためにこれらを両立させ

て活動することが必要であり、さまざまなものが激し

く変化する現代でこそ産業保健従事者に勇気と忍

耐力が求められているといえましょう。 
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昭和大学医学部 衛生学教室 

立道 昌幸 

 

はじめに 

まず、眼科医でもないものが緑内障のことを解説さ

せていただくことをお許しいただきたい。職域での緑

内障研究は、VDT 作業のある職場の初めての巡視

時に｢コンピューターの画面の文字と背景の色の組み

合わせは何がもっとも目に優しいか｣と職場の人に質

問され、その返答を得るため色々眼科医と交流して

いるうちに、職域での目の健康管理の重要性を認識

したことに始まった。本特集では、労働年齢層におけ

る緑内障、特に日本人に多い｢正常眼圧緑内障対

策｣の重要性について解説したい。 
 

緑内障の概要 

緑内障は進行性視神経症を呈する一群の病態を

表すのに使用される用語で、様々な病型があり、その

有病率や病型の分布は人種によって大きく異なると

いう特徴をもつ。日本人では、進行が緩やかで慢性

の経過をとる原発開放隅角緑内障の有病率が高く、

その中でも眼圧が正常値を示す正常眼圧緑内障が

90％以上を占めている。緑内障では視神経乳頭(視

神経の束)の構造的変化を認め、視神経乳頭辺縁が

菲薄化し、変性部位に一致した箇所の視野が欠損す

る。視力に影響する中心部の視野は最後まで保たれ

るため自覚症状に乏しい。従って病気がかなり進行

するまで自覚症状がなく未治療のまま放置されること

で、日常生活に支障を来たし最悪失明に至る例があ

り、我が国における失明原因として糖尿病網膜症と

並び最上位に位置している。 

2000 年に日本緑内障学会によって住民レベルで

行われた大規模調査(多治見研究)では、40 才以上

で実に 5％を超える高い有病率であり、400 万人が緑

内障に罹患していると推定された。一方現在眼科で

治療中の緑内障患者はわずか 50-100 万人にすぎな

いことから、70％以上は未治療のまま放置されている

ことになる。同時期に我々が企業の労働者 15000 人

(平均年齢 43 才)を対象に行った調査でも 5％の頻度

で視野異常(そのうち 70％が未治療の緑内障)が発見

された(図 1)。一度生じた視野欠損は不可逆性であり

回復不可能であるが、早期に発見し適切な治療が行

われれば、さらなる進行を抑えることができる。従って

検診による早期発見、早期治療が不可欠かつ効果

的な病気といえる。これら病気の特徴から今後の高

齢化社会における QOL を確保する意味でも労働年

齢における緑内障対策は意義があると思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正常眼圧緑内障の診断 

緑内障の診断は基本的に、1)視野検査にて進行

性の視野欠損があること、2)眼底検査にて視神経乳

頭に視野欠損に一致した緑内障特有の変化があるこ

と、によって診断が下される。緑内障の診断は最終的

に視野検査にて確定するが、診断に使用した測定機

器ごとに視野異常に対する感度が違うことや、視野検

査は自覚検査であり心理的変動を受けやすいため、

極早期の緑内障の診断は、病院や眼科医の間でも

ばらつくことをしばしば経験する。 

 

 

特集記事  IT 時代と目の健康 ――正常眼圧緑内障―― 
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正常眼圧緑内障の治療と危険因子 

正常眼圧緑内障の治療は、眼圧が正常範囲内で

あってもさらに眼圧を下げることによって視野欠損の

進行が遅くなることが実証されており、点眼薬による

眼圧下降が治療の主体となる。このことから正常眼圧

といえども緑内障はやはり眼圧が重要な因子であるこ

とは明らかである。正常な眼圧で緑内障が発症する

原因として、緑内障患者は角膜の厚さが異なるため、

実際視神経が受ける圧力と測定される眼圧に乖離が

あるのではないかとする説もある。正常眼圧緑内障の

主な危険因子は、家族歴、血管障害(全身高血圧、

夜間低血圧、血管攣縮)であるが、さらに糖尿病や睡

眠時無呼吸症候群も可能性が指摘されている。その

中でも日本人にて特に重要なのが「強度近視」である。

神経障害を起こす根本的な機序はまだ十分に解明さ

れていないが、近視眼にみられる機械的変形に加え、

血管不全、神経毒性障害が関与すると思われる。こ

れらの過程は互いに独立であるが、いずれにせよ最

終的には神経節細胞のアポトーシス(炎症を伴わない

細胞死)を生じると考えられている。 
 

労働者における視野検査の必要性 

緑内障は早期治療が有効なことから、スクリーニン

グの重要性が指摘されている。正常眼圧緑内障が大

半であるために眼圧検査では多くの緑内障を見落と

してしまうこと、また眼底写真では緑内障で生じる視

神経乳頭の微弱な立体的な変化を診断することは専

門の眼科医でも限界があることが、多くの緑内障を検

出できない理由となっている。従って、スクリーニング

法としては、今後、視野検査を検診に組み入れる必

要がある。しかし緑内障の有病率を考えると、視野検

査を用いた集団検診におけるスクリーニングレベルの

設定には注意を要する。視野異常は連続的なもので

ありかつその進行は緩徐であることから、極早期のも

のを闇雲に見つけ出すことは過剰医療につながりか

ねない。これまでの視野検査法は大型の検査機器の

ため携帯性などの諸問題から、通常の定期健康診断

に追加する形でスクリーニング検査に利用できるもの

は な か っ た 。 し か し 、 近 年 Frequency doubling 

technology (FDT)視野計という非常にコンパクトで携

帯性がよく、両眼 90 秒で測定できる視野計が登場し

た。我々はこの機器に着目し、これが定期健康診断

時に利用できないかどうか実施可能性と精度を検討

した。その結果客観的で両眼を容易に検査できる

FDT 視野計を用いた検診は、定期健康診断時に追

加する形で実施可能であり精度的にも適度な検出レ

ベルであった(図 2)。具体的な証拠は持ち合わせて

いないが、40 才以前では 5 年毎ぐらいに、40 才以降

は 2-3 年毎に視野検査を受診することで、緑内障進

行による生活制限の予防は可能ではないかと考えて

いる。 
 

IT 時代と緑内障 

正常眼圧緑内障の危険因子として、肥満、喫煙や

飲酒などの生活習慣との関連ははっきりせず、日常

の予防に関して科学的な裏付けになるものはない。

ただ、加齢によって有病率が増加するいわゆる成人

病であることから、光刺激を多く伴う IT 機器による目

の酷使が視神経の加齢を早める可能性は否定でき

ない。この 10年で労働環境のみならず私生活におい

ても IT 機器の使用頻度は一変した。従って高齢化時

代を迎え、また IT 機器にて目を酷使している現代社

会において、緑内障を軽んじず、人間ドック等の眼底

検査にて、緑内障疑いの所見があった場合は、緑内

障専門医への受診勧奨を徹底することが大切である。

また、未治療の緑内障を見つけ出すために今後でき

るだけ定期的に視野検診を受診できる機会を職域に

て作ること、特に近視眼の者にはその必要があると考

えている。 
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林 剛司 (日立健康管理センタ) 

2009 年 8 月 28 日(金)、29 日

(土)に第 246 回例会(一泊)および

第 53 回見学会を茨城県日立市

にて開催した。 

例会はホテル日航日立におい

て開催された。28 日は日立健康

管理センタの中川徹主任医長と起 由美総師長か

ら｢特定保健指導関連の話題｣と題して同センタで

実施している｢はらすまダイエット｣による特定保健

指導稼働までの経過と実施状況報告があった(参

加人数 75 名)。｢はらすまダイエット｣は、2005 年 7

月にヘルスサポート研究会が発足し、｢はらすまダ

イエット｣プログラム構築がスタートした。翌年 4 月に

人間ドック受診者にプログラムを試行し一定の成果

を得たことにより、システム開発に着手した。2008

年 11 月 10 日から積極的支援、2009 年 3 月 2 日

から動機付け支援を稼働した。今後はリバウンド対

策、未受講者対策が課題であるとの報告であっ

た。 

講演後に行われた見学会では 2 班に分かれ、

株式会社日立製作所日立事業所のタービン等製

造現場(参加人数 37 名)と日立アプライアンス株式

会社多賀家電本部の洗濯機等家電品製造現場

(参加人数 37 名)を訪問した。 

29 日は高木道久弁護士(栄パーク綜合法律事

務所)と林で｢産業保健に関わる法令問題｣と題して

メンタルヘルスに関する訴訟問題についての講演 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

があった(参加人数 70 名)。講演後はフロアを交え

活発な意見交換が行われた。 

例会及び見学会を開催するに当たり、平成 20

年度の幹事である自治医大香山教授に種々資料

をお送りいただきました。この場を借りて御礼申し

上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第 246 回例会(一泊)および第 53 回見学会の報告 

おめでとうございます 
 

中央労働災害防止協会 緑十字賞 労働衛生関係 
 
 

圓藤陽子 先生 (東京労災病院 産業中毒研究センター長) 
 

川上憲人 先生 (東京大学大学院医学系研究科 精神保健学分野教授) 
 

島 悟 先生 (神田東クリニック理事長・院長、京都文教大学教授) 
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武田桂子 (日本電気) 

本例会は、2009 年 12 月 5 日

(土)に、東京医科歯科大学５号

館特別講堂において、｢個人と

職場の活力を高めるメンタルヘ

ルス対策～厳しい社会情勢の

中で産業保健職はどう支援すべ

きか～｣をメインテーマに、関東産業看護部会研

修会を兼ねて開催し、参加者は 263 名(うち学会

員 252 名)であった。 

基調講演は、中村圭介先生(東京大学社会科

学研究所)が、｢現在の労働現場の実態と問題及

びその職場管理｣と題して、ユーモアを交えなが

らブルーカラーとホワイトカラーの特徴の違いを話

された。 

シンポジウムは、｢個人と職場の活力を高めるメ

ンタルヘルス対策｣をテーマとして行われた。組織

論の立場から島津明人先生(東京大学大学院医

学系研究科精神保健学分野)が｢個人と組織の活

性化：ワーク・エンゲイジメントの視点から｣と題し、

心理的健康職場に必要な 5 つの要素を論じた。

臨床医の立場から白波瀬丈一郎先生(慶應義塾

大学医学部精神･神経科学)が｢最新の臨床知見

と誰もが主体的に関与できる支援システムを作る

－KEAP PROJECT－｣と題し、メンタル支援をわ

かりやすくするための工夫がもりこまれた支援シス

テムが紹介された。産業医の立場から土肥誠太

郎先生(三井化学(株)本社健康管理室)が｢コミュ

ニケーション向上とストレス対策｣と題し、従業員の

コミュニケーションを向上させることでいかに組織

が活性化されるかを具体例で示された。看護職

の立場から五十嵐千代先生(富士電機リテイルシ

ステムズ(株)管理本部健康管理室)が｢活き活きと

した職場づくりに産業看護職はどのように貢献で

きるか｣と題し、一次予防に重点をおきメンタルヘ

ルス関連疾患を出さない職場づくりに、事業体全

体で取り組んだ事例を紹介された。 

その後｢個人と職場の活力を高めるメンタルヘ

ルス対策のあるべき姿｣と題して、フロアとシンポ

ジストで活発なディスカッションが行われた。 

 
 

 

起 由美 (日立健康管理センタ) 
 

当センタは、日立製作所発祥

の地である茨城県日立市に位置

し、グループ会社を含め日立地

区従業員約 4 万人を対象に産業

保健活動を展開している。 

2008 年 4 月に施行された特定

保健指導は、4 健保の委託を受け、独自に開発し

た「はらすまダイエット」プログラムをシステム構築し、

2008 年 11 月から稼働している。人間ドック受診結

果より積極的支援該当者を対象に、受診当日及び

17 時開始の後日教室の 2 本立てで開始し、2009

年 3 月から動機付け支援も対象に実施している。 

2009 年 9 月 30 日までの受講者数は、積極的支

援 567 名、そのうち中断者は 32 名(5.6%)であり、動

機付け支援受講者は 100 名であった。積極的支援

該当者の受講動向は受講希望者 51.1%、拒否者

38.3%、動機付け支援は受講希望者 51.4%、拒否者

37.6%であった。このうち、積極的支援 180 日終了

者は 311 名、平均減量体重は 4.8kg(6.1%)、目標体

重達成者は 171 名(55%)で、その平均減量体重は

7.0kg(9.1%)であった。目標体重未達成者の平均減

量体重は 2.1kg(2.6%)であった。動機付け支援につ

いては 180 日終了者 7 名で、平均減量体重は

4.5kg(5.6%)、目標体重達成者は 5 名(71%)で、その

平均減量体重は 5.6kg(7.1%)であった。目標体重

未達成者の平均減量体重は1.8kg(2.2%)であった。 

こうして年間 800 名もの方々がメタボ撃退にチャ

レンジする機会を得る事となった。この特定保健指

導制度をチャンスと捉え、当センタにおける保健指

導をより積極的に展開していく事が我々の責務の

ように感じている。 

 

 

 

 

 

 

 

第 247 回例会報告 
 

産業保健実践活動報告(第20回)
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三好裕司 (明治安田生命) 

【関東産業医部会産業医研修会

のご報告】 

2009 年 10 月 4 日(日)、東京慈

恵会医科大学大学 1 号館 3 階講

堂にて、①産業保健におけるメン

タルヘルス「職場復帰の支援の手

引き改定」を受けて(高野知樹)、②ナノ物質の安全

性(高田礼子)、③判例から学ぶ産業衛生「法律家

の視点」(高木道久)、④判例から学ぶ産業衛生「産

業医の視点」(林 剛司)の 4 題の講演を行った。 
 

【関東地方会第 248 回例会のご案内】 

産業保健活動の骨格は労働安全衛生法にある

が、医療保険者の保健事業や、企業独自の健康

管理も職域において行われている。それぞれ独立

した制度上の事業を統合して、予防から治療まで

効率的に行う必要がある。今回は「疾病管理」を

テーマに、生活習慣病、がん、特定保健指導をど

のように産業保健に位置付けていくかを勉強する。 

 

◆日時：2010 年 2 月 27 日(土)12：55～16：50 

◆場所：東京慈恵会医科大学中央講堂〒105-8461 

東京都港区西新橋 3-25-8  

◆プログラム：産業保健における疾病管理(Disease Management) 

職場の健康リスクからみた疾病管理の実践 

パナソニック南門真健康管理室 伊藤正人 

がん検診と職域における疾病管理との関わり 

昭和大学医学部衛生学教室 立道昌幸 

特定保健指導と職域における疾病管理に関して 

産業医科大学公衆衛生学教室 藤野善久 

産業保健における疾病管理モデル(自由討論) 

三井物産健康管理室 深澤健二 

◆定員：300 名 

◆参加費(当日徴収)：学会員 1,000 円、非学会員 4,000 円 

◆日本医師会認定産業医研修単位： 

基礎(後期 3 単位)または生涯(専門 3 単位)申請中 

◆産業看護職継続教育コース：単位申請中 

◆申し込み方法：往信に①郵便番号・住所、②氏名(ふりがな)、 

③所属(勤務先)、④日本産業衛生学会員・非会員の別、⑤所属

医師会(医師会員のみ)、⑥認定産業医資格の有無(認定医は認

定番号を明記)⑦認定単位希望の有・無と、返信に郵便番号・住

所、氏名を記入した往復はがきで申し込む(2 月 15 日必着)。 

返信はがきは受講票として当日持参する。 

申込先：〒100-0005 東京都千代田区丸の内 2-1-1 

明治安田生命健康保険組合東京診療所 

関東地方会第 248 回例会事務局 FAX 03-3201-3990 

◆ 申 し 込 み 方 法 ( メ ー ル ) ： ① ～ ⑦ を 記 載 の う え 、

kanto.sangyoui@gmail.com に申し込む。受講可の返信メールの

写しを受講票として当日持参する。 
 

 

一木ひとみ (富士通) 
 

平成20年度から始まった｢特定

健診・特定保健指導｣において、

産業看護職には対象者の行動変

容を促す保健指導スキルがより強

く求められている。 

保健指導スキル向上の為に、

2008 年は｢コーチングスキル・五つの基本ステッ

プ｣を 2 回シリーズで学び、対象者のタイプ(コント

ローラー・アナライザー・プロモーター･サポーター)

を学習した。 

2009 年 7 月 4 日の研修会では、2008 年に引き

続きコーチングの第一人者であるオフィスセレン

ディピティー代表取締役の鱸(すずき)伸子先生に

｢自己効力感を高めるコーチングスキル｣～より効

果的な保健指導を目指して～というテーマでご講

演をお願いした。対象者に合わせたより具体的な

働きかけを多くの演習を通じて学び、実践力を高

めた。40 名の参加者からも「すぐに現場で活用で

きそう」との声が多く聞かれた。 

毎日の保健指導の中、対象者に寄り添った関わ

りの中で、よりその人の立場に立って、その人が実

践でき健康度が高まるような保健指導を今後も追

求していきたい。 

 

 

 

 

 

 

関東産業医部会報告 関東産業看護部会報告 
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岩澤聡子、堤 麻衣子 (慶應義塾大学) 

第 20 回関東産業

衛生技術部会研修会

が「熱中症を学ぶ」を

メインテーマに 2009

年 7 月 14 日、慶應義

塾大学医学部新教育

研究棟 2 階講堂 1 にて 50 名の参加を得て、今井

常彦先生(東邦大学)を座長として開催された。 

澤田晋一先生(労働安全衛生総合研究所)は、

職業性熱中症の発生状況と予防対策の動向、熱

中症ガイドラインについてわかりやすく解説をされ

た。加部 勇先生（古河電工）は産業医の立場から、

常時休める休憩所、天井ファン、飲み物や塩熱飴

の設置、各現場における WBGT の測定・記録等の

提示などが作業現場における対応として有効であ

ると述べられた。田中克治先生（京都電子工業)は、

開発された WBGT計の構造や機能を説明され、使

用法の具体例と共に WBGT 計選びのポイントを提

示された。杉原克徳先生（大塚製薬)は熱中症予

防には効果的にナトリウムを摂取することが重要と

し、スポーツドリンクの組成とその効果を示された。

佐々木徹先生(安全健康企画）は、現代人が暑さ

に対して「ヤワ」になっている為、熱中症は予防が

重要であると述べられ、新たに作成された DVD「誰

もが危険 熱中症の新常識」を紹介、放映された。 

質疑応答では、昔と現在の暑熱対策や WBGT

計についてなど活発な討議がなされた。熱中症に

関する様々な視点からの意見・情報を得ることがで

き今後の熱中症対策に大いに有効な研修会で

あった。 

 

 

 

 

 

 

 

  

品田佳世子 (東京医科歯科大学) 

関東産業歯科保健部会は産業

歯科保健部会とともに、以下の内

容のフォーラム、研修会等を企画

した。口腔保健(歯科保健)は歯磨

き(口腔清掃)や口腔ケアなどの歯

科疾患(むし歯や歯周病など)・細

菌感染予防の面が注目されているが、近年、かむ

こと(咀嚼)や食事をとること(摂食)などの口腔機能

が栄養面、肥満や糖尿病予防に関連していること

も報告されている。第 19 回産業医・産業看護全国

協議会のフォーラムで口腔機能検査を取り入れた

新たな歯科健診について現状と展開に関する講

演を開催した。第 83 回日本産業衛生学会(福井)

では、｢職場における口腔保健と公衆栄養(仮題)｣

のテーマでフォーラムを企画している。一方、酸蝕

症などの職業性疾患についても産業歯科保健部

会との合同研修会での研修を企画している。歯科

関係者のみならず、他職種の方々にも多く参加し

ていただきたい。 
 

【第 19 回日本産業衛生学会 

 産業医・産業看護全国協議会】 

・産業歯科保健フォーラム 

｢職場における歯科健診の新たな展開｣ 

2009 年 11 月 7 日(土) 14：15～17：00 
 

【関東産業歯科保健部会・産業歯科保健部会 

合同研修会】 

｢職業性歯の酸蝕症｣ 

2010 年 2 月 20 日(土) 13：00～17：00 

東京医科歯科大学 1 号館 9 階 特別講堂 
 

【第 83 回日本産業衛生学会】 

・産業歯科保健フォーラム 

｢職域における口腔保健と公衆栄養｣ 

2010 年 5 月 26 日(水)14：00～17：00 

フェニックス・プラザ 3F 映像ホール 

・産業歯科保健部会研修会 

(産業栄養研究会と共催) 

｢微量元素等が口腔および 

消化器におよぼす影響｣ 

2010 年 5 月 27 日(木)13：00～15：00 

フェニックス・プラザ 3F 映像ホール 

関東産業衛生技術部会報告 関東産業歯科保健部会報告 
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西村 繁 (横浜市立大学) 
 

2009 年 11 月 14 日、第 21 回関

東産業衛生技術部会研修会が、

慶應義塾大学三田キャンパスに

て開催された。今回は、｢ナノマテ

リアルの労働衛生管理に関する

最近の動向｣がテーマとなり、十

文字学園女子大学・田中茂先生の議事進行下で

執り行われた。 

まず、労働安全衛生総合研究所・小野真理子先

生による、｢OECD におけるナノマテリアルに関する

最新の動向｣の講演が行われた。対策のテーマ毎

のステアリンググループを設け、また、物質毎に対

策の先頭に立つ国(リードスポンサー)を定める方式

が取られているとのことであった。 

続いて、慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生

学・武林亨先生による、｢工業ナノ材料の Health, 

Safety and Environment に関する標準化の動向｣の

講演が行われた。ナノマテリアルの概要、曝露の

特性・評価法、曝露防止の各対策の優先順位と

各々の骨子、また危険度のランキングの手法、など

が紹介された。 

最後に、産業技術総合研究所安全科学研究部

門・岸本充生先生による、｢ナノマテリアルに関する

リスク評価の取り組みについて｣の講演が行われた。

欧米の企業に於ける評価の実情の紹介、また、フ

ラーレン、二酸化チタン、カーボンナノチューブを

例とした毒性評価法の概要についての解説がなさ

れた。 

なお未知の点が多いナノマテリアルに対する曝

露防止に向けて、非常に有用な指針が提示された

研修会であった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

春山康夫 (獨協医科大学) 
 

新型インフルエンザの影響によ

り、2009 年 6 月に予定していた本

集談会が延期され、同年 8 月 27

日～29日の3日間、韓国ソウルの

Capital Hotel で開催された。参加

人数は、日本から 56 名、韓国 85

名、中国 40 名の計 181 名で、延期が影響したため

か例年よりやや少なかった。 

この集談会は 1984 年に日韓両国の産業保健学

術集談会として始まり、次いで 1992 年に中国が加

わり日中韓となり、その後、ほぼ毎年当番制により

開催されている。現在は、集談会事務局が置かれ

ている産業医科大学、韓国カトリック大学と北京大

学のもとで運営されている。 

今回は第 20 回で、人で言えば成人式を迎えた

本集談会のプログラムは、特別講演 1 演題、基調

講演 3 演題、シンポジウム 6 演題、ワークショップ 5

演題、一般口演とポスター合わせて 155 演題で

あった。演題の内容としては、「産業保健サービス」

が最も多く、次いで「ヘルスプロモーション」、「メタ

ボリックシンドローム」、「メンタルヘルス」、「労働安

全」、「職業性疾病」、「産業中毒」、「環境」の順で

あった。ICOH 会長の小木和孝先生(労働科学研

究所)は、｢Sharing good practices in occupational 

health through inter-country networking｣というタイ

トルの基調講演で、ネットワークを通じて有効な産

業保健活動を共有していく重要性について講演さ

れた。最近は産業保健サービスに関するテーマが

多く、3 カ国の専門家がそれぞれ話題を提供し交

流する重要性を感じるとともに、アジアの産業保健

分野における日本の役割が重要だと痛感した。 

第 21 回日中韓産業保健学術集談会は、2010

年 6 月 10 日(木)～12 日(土)に武藤孝司教授(獨協

医科大学)を学会長として栃木県総合文化セン

ター(宇都宮市)にて開催される予定である。メイン

テーマは｢Extending Occupational Health Services 

to All Workers｣(全ての働く人々への産業保健

サービス提供)である。 

詳細は下記 URL を参照されたい。 

http://wshiivx.med.uoeh-u.ac.jp/kjc/index.html 

第 20 回 韓日中産業保健学術集談会報告関東産業衛生技術部会報告 2 
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東京医科大学公衆衛生学講座 

小田切優子 
 

東京医科大学公衆衛生学講座は、1945 年 12

月故赤塚京治主任教授により我が国では初めて

の「公衆衛生学教室」（後に衛生学公衆衛生学教

室と改称）として発足した古い歴史を有する講座で、

発足当初は、鉛、スズをはじめとする中毒学を主な

研究分野として活動していた。1997 年に下光輝一

主任教授と勝村俊仁主任教授が同講座を引き継

ぎ、その後、2006 年 4 月からは下光講座は「公衆

衛生学」講座として、勝村講座は「健康増進スポー

ツ医学」講座として、二教室二講座制への改組が

行われ、現在に至っている。 

現在の公衆衛生学講座の主な研究活動は、職

業性ストレス研究と生活習慣病予防のための行動

医学的・疫学的研究の大きく二つに分けられる。職

業性ストレス研究は、旧労働省委託研究の成果物

である職業性ストレス簡易調査票の開発に関わり、

その後事務局として調査票結果の処理ツールを

ホームページ上で提供し、事業場における調査票

の活用のサポートを行うなど、職場のストレスとメン

タルヘルス対策に少しでも貢献できるよう研究活動

を行っている。一方、生活習慣病予防のための行

動医学的・疫学的研究では、特に身体活動・運動

に焦点をあてて研究を行っており、身体活動の評

価法、健康影響、人々の身体活動を推進するよう

な行動科学的要因や社会環境要因に注目した研

究を進めている。また、「健康日本 21」における身

体活動・運動の目標値の設定、「健康づくりのため

の運動基準 2006」の策定、国民健康・栄養調査の

企画・評価などにも参画している。当講座客員教

授には世界保健機関（WHO）名誉事務局長中嶋

宏博士を迎えており、国際的視野からの助言も頂

きつつ研究活動を進めている。 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
 

 

順天堂大学医学部衛生学講座 

横山和仁 
 

当講座は、1951 年 10 月の阿部温男講師（順天

堂医大、当時）の助教授昇任をもって始まりとされ

る（1956 年 10 月教授昇任）。次いで、菊池正一教

授（1959年4月～1988年3月）、稲葉裕教授（1988

年 11 月～2008 年 3 月）を経て、2009 年 4 月から

筆者が三重大学教授より異動し担当している。 

本講座は、(1)環境の健康影響とそのメカニズム

の解明を目的とした環境医学・衛生学と(2)健康問

題への取組みの手法としての疫学の 2 つの領域の

研究と教育を行っている。これらには、産業保健・

労働衛生の課題が大きくかかわるため、産業医学

の教育・研究や認定産業医研修会への協力なども

重視している。 

現在の教室員は、筆者のほか、黒沢美智子（准

教授）、池田若葉、小林 淳、松川岳久（以上助教）、

非常勤教職員および院生である。その他、多くの

方々が研究・教育活動に参加し、また、学内外の

機関との協力を進めている。特に、職域の疫学調

査、統計手法の応用、心理測定、微量元素分析な

どでの実績と経験は、地方会会員の皆様のお役に

立てると思うので、お気軽にお問合わせされたい。 

順天堂大学大学院医学研究科は社会人入学が

可能で、かつ授業料が年 20 万円まで減免される

制度がある。博士号取得希望の方は是非ご連絡さ

れたい。当講座の HP は 

  http://plaza.umin.ac.jp/~j-eisei/ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

順天堂大学医学部 5 号館玄関前にて 

最前列（右から）菊池名誉教授、筆者、 

稲葉名誉教授、ほか教室員一同 

研 究 室 紹 介 研 究 室 紹 介 
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大久保靖司 (東京大学 環境安全本部) 
 

1701 年創立の Yale 大学は、コ

ネチカット州ニューへイブンにあり、

ダウンタウンと一体となった校舎

群は「最も美しい都市型キャンパ

ス」と評されている。学生数と教職

員数は共に約 13,000 人であり、4

年制カレッジの他 12 の学校からなる総合大学であ

る。 

Yale 大学の安全衛生管理は本部にある EHS

（Office of Environmental Health and Safety）が一

元的に行っており、環境管理、放射線管理、安全

衛生管理、ビジネスサポートおよび各学部の安全

衛生管理全般の責任者かつ実務者である安全ア

ドバイザーに分けられ、50 名が在籍している。安全

衛生活動は OHSMS を基本としているが、加えて安

全アドバイザーが安全衛生について具体的に指

導監督することで進められている。 

大学の安全衛生における課題は、実験などに精

通していない学生が多いこと、および危険有害性

が明らかとなっていない物質等を含めた先端的な

研究が行われていることである。そのため、大学の

建物には古いものも多いが、化学物質を扱う実験

室の入口には緊急シャワーを設置するなど安全衛

生に必要な設備が安全アドバイザーの指導を受け

て完備されている。また、安全衛生教育にも重点を

置いており、バイオセーフティや化学物質の取り扱

いから廃棄物管理まで e-ラーニングが整備されて

いる、さらに必要に応じて実習を含む集合教育が

実施されている。これらの安全衛生教育は、個人

ごとに受講すべきコースと受講状況がデータベー

スで管理されている。 

健康管理は、健康管理センターが担当しており

EHS とは別組織となっている。センターの診療部門

は、ほぼ全科を網羅しておりメンタルヘルス、産科

や小児科なども開設され、24 時間の救急外来も

行っている。センターには、Employee Health と

Student Medicine の部門も置かれており、各科と連

携して健康診断を含む健康管理、予防接種を含

む感染症管理やトラベルクリニックおよび職業性疾 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

患等への対応が行われている。その他、大学が消

防署や市警と連携した University Police を持つな

ど、一つの町としての安全保障のためのインフラが

整備されている。 

Yale 大学訪問を通じて感じたことは、端的にい

えば、安全衛生に必要なインフラは大学が整備し、

その利用は教育によって推進すること、健康管理

は求められるサービスはすべて提供するということ

であり、安全衛生はマネジメントとして、健康管理

はサービスとして提供することが徹底されていたと

いうことである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
寄稿 Yale 大学における安全衛生管理 

実験室の入り口には緊急シャワーが設置されている 

町と一体化した大学の建物 
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山本健也(中災防) 
 

＜振動工具取扱い業務について＞ 

「チェーンソー取扱い作業指針」および「チェーン

ソー以外の振動工具の取扱い業務に係る振動障

害予防対策指針」が平成 21 年 7 月 10 日に改訂さ

れ、それに伴い「振動障害総合対策の推進につい

て」の改訂が通達された。従来は、振動工具の有

する振動加速度に限らず一律に規定されていた作

業時間について、工具別に「周波数補正振動加速

度実効値の 3 軸合成値」を表示し、当該値及び 1

日当たりの振動ばく露時間から 1 日 8 時間の等価

振動加速度実効値(日振動ばく露量 A(8))を求め、

その結果に基づき作業管理を行うことが義務付け

られた。すなわち、振動工具取扱い作業において

有害性の定量化とばく露時間を考慮したリスクアセ

スメントの考え方が導入されたことになる。 

具体的には、1）日振動ばく露限界値(5.0m/s2)を

超えることがないよう振動ばく露時間の抑制、低振

動の振動工具の選定等を行うこと、2）日振動ばく

露量 A(8)が、日振動ばく露限界値(5.0m/s2)を超え

ない場合であっても日振動ばく露対策値(2.5m/s2)

を超える場合には振動ばく露時間の抑制、低振動

の振動工具の選定等の対策に努めること、3）日振

動ばく露限界値(5.0m/s2)に対応した 1 日の振動ば

く露限界時間を算出し、これが 2時間を超える場合

には、当面 1 日の振動ばく露時間を 2 時間以下と

すること、とされている。また、振動工具を使用する

事業場については「振動工具管理責任者」を選任

することが再度強調され、工具の点検・整備状況を

定期的に確認するとともにその状況を記録すること、

使用する振動工具の 1 日当たりの振動ばく露時間

を定めて具体的な作業の計画を作業開始前に作

成して書面等により労働者に示すこと、等が定めら

れている。なお、日本産業衛生学会では既に同様

の手法により手腕振動の許容基準（2.8m/s2）が設

定されている。また、特殊健康診断の実施方法お

よびその結果に基づく事後措置等については変

更されていない。 

 

 

 

＜労働衛生分野における胸部エックス線検査につ

いて＞ 

「労働安全衛生規則の一部を改正する省令案

要綱」およびその関連する告示等の変更案要綱が

平成 21 年 12 月 16 日労働政策審議会に諮問され、

答申された。これは、結核予防法（現在は感染症

法に統合）の改訂、および「労働安全衛生法にお

ける胸部エックス線検査等のあり方検討会」報告を

基に、労働安全衛生法第 66 条第 1 項の規定に基

づく定期健康診断における胸部エックス線検査及

び喀痰検査の対象者の選定および省略基準の改

訂を図るもので、40 歳未満の者（20 歳、25 歳、30

歳及び 35 歳の者を除く）で感染症法施行令第 12

条第 1 項第 1 号に掲げる者（学校、病院等の労働

者）及びじん肺法第 8 条第 1 項第 1 号又は第 3 号

に掲げる者（じん肺健診を 3 年に 1 度受診すること

が定められている労働者）のいずれにも該当しな

い者について、医師が必要でないと認める時は当

該検査を省略できることとされている。なお、特定

業務従事者に対しては、改正前と同じ基準を定め

るものとされている。平成 22 年 4 月施行が予定さ

れている。 

 

＜その他＞ 

平成 21 年 11 月 30 日に「製造業における派遣

労働者に係る安全衛生管理マニュアル」が公表さ

れた。平成 21 年 3 月 31 日付け基発第 0331010

号「派遣労働者に係る労働条件及び安全衛生の

確保について」に基づくものである。 

平成 21 年 10 月 1 日に、じん肺健康診断及びじ

ん肺管理区分の決定に使用する胸部エックス線撮

影機器（CR 及び DR（FPD））に関する通達がなさ

れた。 

 
 

【地方会ニュース編集事務局からのお願い】 
 

事務局ではニュースの巻頭を飾る写真、会員の

皆様からの寄稿、特集記事へのご要望、などをお

待ちしております。 

産業保健にかかわるものでしたら、どのような

内容でも結構です。メールまたはファックスにて、

地方会事務局までお寄せ下さい。 

 
通達・行政ニュース 
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角田 透 (杏林大) 

第 2 回 (2009 年 9 月 26 日開催） 

1. 法人改革について2009年の総会で決定したい。 

2. 産業衛生学雑誌に優秀論文賞を設置する。また、

ｗｅｂ投稿・査読システムを導入する。 

3. 専門医制度を改革し、学会未入会者も准専門医

として登録していく。 

4. 50人未満の小企業における労働衛生管理に係

わる法制度等について、委員会見解をイエロー

ページに掲載する。 

5. 厚生労働省の改善勧告をうけ、地方会等の会計

書類の科目統一を図っていく。 

6. 産業保健情報研究会の名称を産業保健情報政

策研究会に変更する。 

7. 産業医部会幹事が山田誠二氏から伊藤正人氏

に変更があった。 

8. 産業看護師が1456人になった。 

9. 産業歯科保健部会員が262名になった。 

10. 専門医制度登録者数は指導医270名、専門医

150名、研修登録医397名である。 

11. 会員の状況：正会員7640人（9月14日現在）。 

12. 化学物質取り扱い産業保健研究会を解散した。 

13. 生物学的モニタリング・バイオマーカー研究会

の代表世話人が市場正良氏に交代。 

14. 労働衛生関連法制度等検討委員会の委員長が

五十嵐千代氏、副委員長が矢野栄二氏に交代。 

 

第 3 回（2009 年 12 月 26 日開催） 

1. 法人改革について、次回総会において方針を

審議し定款改正案を提示する準備を進める。 

2. 学会賞、奨励賞、功労賞及び名誉会員の選考

結果を承認した。 

3. 産業衛生学雑誌優秀論文賞及びベスト GP 賞

の理事長表彰とすることなど取り扱いについて決

定した。 

4. 委員会等からの要望書提出に関わる理事長声

明を機関誌に掲載することとした。 

5. 産業看護職法制化に関する報告書案について、

継続審議とした。 

6. 地域交流会の実施についての覚書を定めた。 

 

 

7. 機器の老朽化及びソフト使用期限が切れること

等から学会サーバとシステムを更新することした。 

8. 研究会活動の活性化のために活動状況調査を

行うこととした。 

9. 産業医部会員が 618 人となった。 

10. 産業看護部会員が 1233 人、登録産業看護師

が 1391 人となった。 

11. 歯科保健部会員が 264 人となった。 

12. 専門医制度登録者は指導医 270 人、専門医

153 人、研修登録医が 405 人となった。 

13. 会員の状況：正会員7676人（12月17日現在） 

14. 会員名簿使用許可申請状況について報告さ

れた。 

15. 第 20 回アジア労働衛生学会（2014 年開催）の

日本への招致活動を行うこととした。 

 

 

 

 

照屋浩司 (杏林大) 

第 2 回 (2009 年 8 月 29 日開催) 

1．井上和男幹事、小林信男幹事の退任、梶原光

令幹事、東 尚弘幹事の就任が承認された。 

2．第 84 回日本産業衛生学会は関東地方会で開

催される。2011 年 5 月の開催で準備中。 

3．地方会でホームページを作成することについて

検討がなされた。 

4．地方会ニュースに企業協賛広告を掲載すること

が事務局から提案され、検討のうえ承認された。 

5．第 245 回例会、第 246 回例会(一泊)および第

53 回見学会についての報告、各部会からの報

告があった。 

 

第 3 回 (2009 年 12 月 5 日開催) 

1．平成22年度関東地方会総会および第249回例会

は小田切優子幹事(東京医大)のもと、第250回例

会(一泊)および第54回見学会は山﨑博幹事(埼玉

県医師会)のもと、それぞれ開催の予定である。 

2．第247回例会、第248回例会についての報告、各

部会からの報告などがあった。

理 事 会 報 告 よ り 

幹 事 会 報 告 よ り 
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新しい歯科保健・口腔機能健康測定から見えてきたもの 

 
関東産業歯科保健部会 戒田敏之 (かいだ歯科医院) 

 

近年産業構造の変革の中で、健康管理の重点

は健康づくりやメンタルヘルスに移行してきている。

その中で、歯科保健も虫歯・歯周病の問題のみな

らず、口腔を通して全身疾患や肥満・メタボリックシ

ンドローム、メンタルヘルスとの関係や、口腔機能

も問題とされ、特定保健指導や就労者の高齢化で

の健康の保持増進対策の中で、口腔保健としてそ

の活用が期待されるようになった。 

 そこで茨城県歯科医師会では、日本歯科医師会

産業保健委員会が提案した新しい歯科健診方法

を応用し、口腔機能健康測定として活用している。

この検査は、図に示したように、唾液検査、混合ガ

ム検査およびアンケートで構成されている。その特

徴として、現在の口腔状況を判定するスクリーニン

グ機能にすぐれ、安価で簡単で場所をとらず、迅

速に判定ができることが挙げられる。また他の保健

事業とも併用でき、かつ同時に多人数の検査がで

きることから、事業場だけでなく市町村においても

活用され、職域・地域での連携・整合性にも役に

立っている。 

それらの結果を分析すると、40 歳を境に、以上と

未満では、口腔内症状（歯周病・口腔機能）の悪い

原因に違いがある。40 歳未満では、歯周病や口腔

機能の低下（噛めない）よりも、早食い・偏食・歯列

不正や軽度の虫歯・歯周病の放置のため、噛まな

い者が多く見られる。現在 18 歳以降では、法的根

拠による歯科健診事業が産業保健にはなく、一部

の大企業を除けば、個人が自発的に歯科医院に

行く以外歯科保健との接点がない。そのため軽度

の虫歯・歯周病が放置され、ストレスやタバコ、不

規則な生活習慣などによって口腔内症状が悪化し、

40 歳代から歯周病の重度化や歯の喪失が目立つ

ようになり、口腔機能の低下も多くなると考えられる。

このようなことを予防する観点から事業場での何ら

かのアプローチが必要となってくる。 

 その施策として事業場に口腔機能健康測定を導

入することによって、口腔内の情報提供・口腔保健

指導を実施し、就労者に口腔の重要性を理解して

もらうとともに、全身疾患、肥満、生活習慣病やメン

タルヘルスの指導にも役立つ情報を産業保健ス

タッフに提供できると思われる。実施方法について

も、定期健康診断時を活用すれば、時間的な労働

損失もない。 

 また事業場での口腔機能健康測定後、有所見者

に関しては、かかりつけ歯科医院にてさらなる精密

検査・予防処置をうけてもらう。それによって歯科医

療費の中で、一番の支出である補綴物（冠・義歯

の製作）を減らし、医療費を下げることが可能であ

る。また後期高齢者において、歯数が多いほど、

医科医療費が減ることが明らかになっていることか

らも、早期での口腔機能健康測定の導入は事業場

にとって必要な投資となるであろう。 
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第 248 回関東地方会例会 

日時：2010 年 2 月 27 日(土) 12：55～16：50 

会場：東京慈恵会医科大学中央講堂 (港区) 

当番幹事：三好裕司 (明治安田生命) 

       関東産業医部会 
 
第 249 回関東地方会例会･平成 22 年度総会 

日時：2010 年 5 月 8 日(土) 

会場：東京医科大学 (新宿区) 

当番幹事：小田切優子 (東京医科大) 
 

第 250 回関東地方会例会(一泊)・第 54 回見学会 

日時：2010 年 7 月 30 日(金)～31 日(土) 

会場：埼玉県県民健康センター (さいたま市) 

見学会：未定 

当番幹事：山﨑 博 (埼玉県医師会) 
 
第 83 回日本産業衛生学会 

日時：2010 年 5 月 26 日(水)～28 日(金) 

会場: フェニックス・プラザほか (福井市) 

企画運営委員長：日下幸則 (福井大学医学部 

環境保健学領域 教授) 

 

第 80 回日本衛生学会学術総会 

日時：2010 年 5 月 9 日(日)～11 日(火) 

会場：仙台国際センター (仙台市) 

会長：佐藤 洋 (東北大学大学院医学系研究科 

環境保健医学 教授)  

http://80eisei.jtbcom.co.jp/ 
 

第 21 回日中韓産業保健学術集談会 

日時：2010 年 6 月 10 日(木)～12 日(土) 

会場：栃木県総合文化センター (宇都宮市) 

学会長：武藤孝司 (獨協医科大学医学部 

公衆衛生学 教授) 

http://wshiivx.med.ueoh-u.ac.jp/kjc/index.html 
 
第 17 回日本産業精神保健学会 

日時：2010 年 7 月 16 日(金)～17 日(土) 

会場：金沢エクセルホテル東急 (金沢市) 

会長：小山善子 (金城大学医療健康学部 教授) 

http://www.maeda-shoten.com/sangyoseishin/ 

学 会 等 開 催 予 定  
 

島 悟先生のご逝去を悼んで 
 

 

 

 

日本産業衛生学会関東地方会長 角田 透 
 
島 悟先生は、昨年の12月14日、かねてから療

養中の病のため帰らぬ人となってしまいました。小
生にとっては、生前の彼と親しく話したのは、その
ひと月くらい前の品川御殿山ヒルズでの神田東ク
リニックの記念のパーティーが最後でした。その
時、私は彼に、陽に焼けて顔色が逞しいじゃないか、
と言ったのですが、彼からは、そうじゃないんだよ、
との返事があったことを覚えています。 
彼は京都生まれで、少し繊細に過ぎたのかもしれ

ませんが、学生時代は割りとひ弱な感じでした。ひ
弱な感じはその頃だけで、その後の幾星霜を経ての
彼は国際的に知名度の高い研究者であり、また我が
国の産業精神保健の領域においても指折りの研究
者的実務家でありました。世界精神医学会産業精神
医学部門長、日本ＥＡＰ協会会長も務められていま
した。 
その活躍ぶりは改めてご紹介するまでもないの

ですが、ＥＡＰ事業を自身で展開しつつ、産業保健
スタッフ・管理者向けの研修などを幅広く手がけ、
厚生労働省関係の委員会も｢働く女性の身体と心を
考える委員会｣、｢過重労働・メンタルヘルス対策等
実施支援委員会｣、｢職場におけるメンタルヘルス対
策のあり方検討委員会｣、｢メンタルヘルス教育等カ
リキュラム作成委員会｣等をお務めになり、また地
方公務員安全衛生推進協会｢メンタルヘルスニ次予
防対策研究会｣委員なども引き受けておられまし
た。著書も『ストレスマネジメント入門』(日経文
庫)、『事例に学ぶ心のトラブル解決法』(中災防新
書)、『こころの病からの職場復帰』(至文堂)など多
数でした。数年前に東京経済大学教授から京都文教
大学教授に移られましたが、京都文教大にメンタル
ヘルス研究所を開設されたばかりと聞いておりま
した。 
このように実にたくさんの仕事を精力的にこな

されてきたのですが、病というものは実に恐ろしい
ものです。いろいろと本当にご苦労様でした。彼の
手がけた仕事を遺された者たちが引き継ぐので
しょうが、その重さは今から覚悟していなければな
らないことでしょう。 
通夜葬儀は奈良でしたが、近いうちに東京でお別

れの会が開催されるとのことです。産業衛生学会関
東地方会には常に側面的な支援を頂いており、地方
会としても改めてご冥福をお祈りするばかりです。
合掌 
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稲垣弘文、今井常彦、◎大久保靖司、小峰慎吾、
澁谷智明、利根川豊子、○照屋浩司、中谷 敦、
原 美佳子、三浦善憲、宮越雄一、宮本俊明、 
村仲良子、山瀧 一、山野優子、山本健也 

◎編集委員長 ○事務局 (50 音順) 

 

【地方会事務局からのお知らせ】 
 

本年も宜しくお願いいたします。 

本年は役員改選の年となりますので、学会費の

納入を忘れずに行って下さい(本年から、振込用紙

は学会誌 3 月号に同封されます)。 

学会本部ホームページ会員ログインからは登録

情報の更新が可能です。 

 http://www.sanei.or.jp/ 

所属変更のご登録や、学会からの連絡先メー

ルアドレスのご確認をお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
編集後記  

編集委員会に参加させていただくようになって、は

や半年が経ちました。各編集委員の方々が手元の

原稿を見ながら議論し、プロジェクターに映し出され

た PC 原稿の校正を、スピーディーにかつ的確に進

めていく様子を毎回拝見させていただいています。

このことは国語力の無い私個人にとっても非常に勉

強になります。今後各委員の方々の足手まといにな

らないようになり、会員の皆様が必要とされている

ニュースをお届けできればと思います。 (澁谷) 
 
 
 

2009 年の 3 重大ニュースは、1 位新型インフルエ

ンザ大流行、2 位民主党圧勝で政権交代、3 位「侍

ジャパン」ＷＢＣ連覇、と私はあげてみました。今年は

どんな年になるのでしょうか。明るい話題が多い年で

あって欲しいと願いながら新年を迎えました。明るい

話題と言えば、私が勤務する事業所が元旦から「就

業時間内禁煙」になり喫煙対策が大きく前進しまし

た。タバコ代も値上げの方向ですし禁煙者が増える

ことが期待される年になりそうです！ (利根川) 

編集委員名簿 



第 21 号           日本産業衛生学会関東地方会ニュース        2010 年 1月 25 日 
 

 

⑯

 


